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２Ｄ０１ 

シェアリングエコノミーの本質と社会受容性に関する考察 

 

 
○奥和田久美（北陸先端科学技術大学院大学／科学技術・学術政策研究所） 

牧野司（東京海上研究所） 

 

 

 
１、はじめに 

ここ数年のあいだに数々のシェアリングエコノミー（共有型経済）によるビジネスが成功をおさめ、

非上場にもかかわらず企業価値が 10 億ドル以上とみなされ、多くの投資を集めて急成長するベンチャ

ー企業まで現れて話題を呼んでいる。このような急成長ベンチャー企業はごく稀にしか出現しないとい

う意味で幻の動物である“Unicorn”（一角獣）と呼ばれてきたが、最近では世界に 130 社以上もあると

されており、しかもその上位にシェアリングエコノミーに分類されるような企業がいくつも位置してい

る。このビジネススタイルは、モバイルデバイスやソーシャルネットワーク(SNS)の普及時代ならでは

の産物であり、従来のビジネスの前提を覆すだけでなく、ソーシャルビジネス的な意味合いから将来社

会における人間の経済活動のあり方自体を見直させるような要素を含んでいる。 

シェアリングエコノミーによる各ビジネスについては、各地域の社会・経済・文化的背景の違いから

来る必要性の差異、各国規制との不整合、保険や保証システム、各地域の既存事業との競合、各種トラ

ブルの発生など、未解決課題が多々報じられている。しかし、それでもビジネスの多様性は増し、市場

は拡大し、一部では大きな投資が得られるようになっている。これらのことから、現時点ではまだシェ

アリングエコノミーによるビジネスは発展過程にあり、新サービス試行と普及に伴う一時的な課題が明

らかになってきている段階とみるべきであろう。一方で、シェアリングエコノミーによるビジネスがあ

まりに急速に発展してきたため、現時点では各国政府機関も経済界もその経済的価値をまだ十分に認識

できず、社会的な意味も十分に議論されていない。 

ここでは、シェアリングエコノミーによるビジネスの発展を、社会的なイノベーションととらえ、こ

れまでのビジネスとの本質的な違いや将来社会における受容性などについて、ポジティブな立場から考

察する。各ビジネスの詳細については、すでに他の多くの文献でも紹介されているため、ここでは最小

限の記述にとどめる。 

 

２、シェアビジネスとシェアリングエコノミーによるビジネスとの境界 

モノやサービスを共有するという概念は古くから存在し、シェアビジネスと呼ばれてきた。しかし、

シェアリングエコノミーによるビジネスは、商品の共有を図るものでもなく、また、提供側がモノやサ

ービスを所有し、それらを一時的に提供するというレンタルビジネスとも一線を画している。まず、従

来から存在するシェアビジネスと近年のシェアリングエコノミーと呼ばれるビジネスとの境界がどの

あたりにあるのかを、いくつかの例から考える。 

車両を共有するという概念は、1970 年代の欧州における車両流入規制に対して、住民が自主的に共同

で車両を所有しようとしたことに端を発するとされている。このような車両の共有スタイルでは所有者

間のトラブルを回避できなかったことから、自動車会社・リース会社・駐車場提供者などが所有する車

両を不特定多数へ貸し出すという B2C（Business-to-Consumer）型ビジネス、いわゆるレンタカーサー

ビスが普及した。予約方法としては電話予約型から、モバイル端末とインターネットの普及とともにネ

ット予約型へと変化し、より手軽に短時間でも借りられるレンタルサービスをカーシェアリングと呼ぶ

ようになった。自転車シェアリングの場合は、公共サービスとして自治体が所有者である場合も多い。 

これに対し、近年のシェアリングエコノミーによる新しいカーシェアリングのビジネスは、シェアラ

イドと呼ばれ、個人間の車両の貸し借りをサポートし、全体として車両の稼働率を上げようとするもの

である。この場合、ビジネス運営側が車両を所有せず、需給の間の仲介を行なう企業が手数料収入を得

る。つまり、ビジネス実施者が「車両を所有していない」「車両を提供しない」ということが、従来の

レンタカーサービスとの決定的違いになっている。また、利用者側が条件を提示して提供者を募集する
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という、従来のレンタカーサービスとは逆さまのアクセス方法も可能になっている。このようなものに

は各国・各地域の事情に合わせた数多くの企業が存在し、日本でもいくつかの新事業が立ち上がってき

た。この進展形とみなせるビジネスに、車両とともに「運転」というサービスも提供する配車サービス

や相乗りサービスがあり、商品配送サービスを兼ねる場合もある。運輸事業は各地域の既存の事業状況

や規制が大きく異なるため、その地域の事情に合わせた企業が台頭しているが、日本のようにタクシー

事業や物流事業が行き渡っている国では既存事業との競合関係にもなりうる。個人間で貸し借りする有

形資産のタイプとしては、車両やボート・クルーザーなどのように比較的高額なものもあれば、特殊工

具のような一時的に必要性が生じるもの、ペットのような趣味的な要素の強いものもある [1] [2]。 

建物や部屋を個人間で一定期間貸し借りするルームシェアを仲介するビジネスも大きな成功をおさ

めている。文化的な背景や既存ビジネスの供給量に地域性が大きいものの、2007 年に事業開始し短期間

に Unicorn 企業の仲間入りをした Airbnb のグローバル展開が目立っている。従来のシェアハウスやシ

ェアルームは、複数者が共有資産を有するか、あるいは共同で賃貸契約するものである。一方、旅館や

ホテルは、物件を所有して（借用もありうる）、それらを宿泊の場として提供すると同時に、宿泊に関

するサービスを提供する業態である。これらを参考に考えると、シェアリングエコノミーによるルーム

シェアは不動産賃貸と旅館業との中間的なビジネスと言え、ビジネス実施者自体は「物件を所有してい

ないこと」「宿泊に関わるサービスを提供しない」ことが賃貸事業ともホテルとも決定的に異なる点で

ある。日本では旅館業法の規制があるが、いわゆる民泊規制緩和によって、このビジネスモデルが可能

になりつつある。また、このビジネスの場合にも、利用者側が宿泊条件などを提示して提供者を募集す

るアクセス方法が可能であることが特徴的である。さらに、事務所・駐車場・キッチンといったスペー

ス（場所）を一時的に個人間で貸し借りするビジネスも出来ている。世界各国の食事や調理プロセスの

体験を同時に楽しめる個人間サービスを取り次ぐ事業もあり、これはレストランなどの飲食業と競合し

うる。 

シェアリングエコノミーによるビジネスではいずれも実際の貸し借りやサービス提供行為が個人間

で行なわれることが共通点である。個人間取引という点では余剰品や中古品のリサイクル市場やフリー

マーケットのような C2C（Consumer-to-Consumer）型取引と類似しているが、所有権の委譲は起こらな

い。ビジネス実施者が行なうのは個人間をつなぐことであり、それらを取り次ぐためのプラットフォー

ム構築と運営のみであって、つなぐ仕組みには SNS の普及が生かされている。このような分散型システ

ムは、中央サーバーを持たないコンピュータの P2P（Peer-to-Peer）型システムとの類似性から、「P2P

シェアリング」と呼ばれ、つなぐ仕組みを提供する会社は Peers 会社と呼ばれている。 

近年では、特定の一時的労働を仲介するタイプのビジネスも、シェアリングエコノミーの拡大形態と

考えうるようになってきている。これまで、企業の業務の一部を外部企業（スキルと業務遂行を保証で

きる人材が所属する企業）に委託するアウトソーシングが拡大してきたが、近年では個人に業務を委託

するクラウドソーシング型ワークの仲介ビジネスが発展しつつある。需給対象となっている業務は、以

前はご近所どうしの助け合いによって行なわれていたような一時的なお手伝い、例えば幼稚園への送り

迎えなどといったソーシャルビジネスの意味合いの強いものから、アウトソーシングによって外部委託

されてきた定型作業、特殊技能を必要とする制作業務や創造性を必要とする研究開発など、極めて幅広

い。提供側からのアクセスとして、自分の空き時間などを一時的に利用可能として使用者を募集するタ

イプのスモールビジネスもある。ここではもはや貸し借りする物体は存在せず、労働力、すなわち労働

者が提供しうる時間・スキル・創造性などが P2P ビジネスの対象になっている。さらに一部では、余剰

資金を一種の遊休資産と考える P2P 金融も、シェアリングエコノミーの範疇に入れる議論も出てきてい

る[3]。インターネットを通じて小口融資の借り手と貸し手を結びつけるサービスはソーシャルレンデ

ィング、あるいは投資型もしくは貸付型クラウドファンディングと呼ばれてきた。これらをシェアリン

グエコノミーの範疇と考えるかどうかは定まっていないが、新興国などでは需要が高い。 

これらが発展してきた経緯を考えると、2000 年前後の黎明期を経て、2010 年頃までには、商品のシ

ェアビジネスやリサイクルやリユースなども含めて、「共有」という概念から新たなビジネスを生み出

そうという動きが盛んになった[1]。この時期には、後の章でも述べるように、B2C 型や C2C 型も含めて

広い意味で「所有」から「利用」へと転換する「脱消費経済」へのエコロジー的な価値が注目された。

現在では、それらのうち、SNS 等を活かしたインターネット上の取引による個人間の有形・無形の遊休

資産の貸し借り、つまり一時的な利用を仲介する「P2P 型の仕組み作り」のビジネスの成功が特に注目

されるようになってきている。しかし、現在でも定義が明確に定まっているわけではなく、従来からの

シェアビジネス全体を指している議論も多い。ただ、最近の傾向としては、前記の「P2P 型の仕組み作
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り」を有するビジネス形態（P2P シェアリング）をシェアリングエコノミーによるビジネスと考えるこ

とが多くなってきている。P2P シェアリングは、以下に述べる「共有」と「信頼」への倫理観の変化と

インターネットなどのテクノロジーの結合がもたらした、ひとつの社会的なイノベーションと考えられ

るからである。 

 

３、授受される価値とそれらの質保証および個人間の信用担保 

シェアリングエコノミーによるビジネスはいずれも、需要側が受けるモノ・スペース（場）・サービ

ス・労働力等の授受される価値に関しては、従来型ビジネスで提供されるものと本質的な違いはない。

しかし、それらが提供する価値やその対価は極めて不均一であり、多様性に富み、かつリアルタイムに

変化しうる。不均一性ゆえに時価として変容しうる価格が「割安である」あるいは「コストパフォーマ

ンスが高い」という利点によって、むしろ利用者が拡大する理由になっている。オープン価格や時価と

いった可変の価格設定は既存の商品提供ビジネスでも行われているが、同じ提供価値や対価が時間的・

空間的にひとつとして存在しない点が、このビジネスの特徴のひとつと言えるであろう。 

個人間でモノやサービスがやり取りされる際には、その品質にばらつきがあるのが必然である。Peers

会社では、これをばらつきではなく、個性や多様性であると非常にポジティブにとらえ、その都度可能

な範囲の人的サービスが付加されることによって品質がさらに個性化・多様化することをむしろ歓迎し

ている。製品やサービスの均一化が品質管理であると考えると、シェアリングエコノミーの特長を理解

することは難しい。 

しかし、授受する価値の質保証ができないものの、一定水準以上の質が維持されなければ、仲介ビジ

ネスは継続できない。個人間でモノやサービスがやり取りされる場面では、個人間の信用をいかに担保

するかが大きな鍵となる。そこでは、選択権・評価権が提供側と需要側の両方に備わっていることが望

ましい。従来の一般的なビジネスでは、提供側が顧客を選ぶことや、公開される形で顧客を評価するこ

とはできない。しかし、例えば前述のルームシェアリングサービスの Airbnb では、ゲストが物件とホ

ストを選択できると同時に、ホストがゲストを選択することもでき、両者の合意によって契約が成立す

る。また、事後においてゲストとホストの両方が相互に公開評価を行ない、そのことによって双方とも

が信用を維持し、次の契約の可能性が開けることになる。前述したような付加的サービスも評価を高め

る一つの要素になりうる。しかも維持される信用は、ホスト・ゲスト間にとどまらず、広く共有される。

P2P 型ビジネスでは、Peers とは「参加者」あるいは「利用者」を指し、需要側も供給側もどちらもが

Peers である。 

このようなビジネスが成り立つ背景としては、電子取引が一般化し、ネットショッピングやネットオ

ークションで試されてきた相互評価システムや、ネット予約などで時価によるサービス提供が広く受け

入れられるようになったことが挙げられる。また、後述するような個人間の信用の構築方法などの社会

変化もある。2014 年に行なわれた世界 60 カ国の 3 万人規模の意識調査では、自身の資産をシェアまた

は貸し出すこと、あるいは他者の資産を借りることを通してシェアリングエコノミーへの参加を望んで

いる回答者は７割近くにのぼっている[4]。一方、このような状況に対し、日本ではこのようなビジネ

スの発展性に対する認識が低調すぎるのではないかとの懸念も出ている[5]。                 

 

４、グローバルに継続および発展しうる理由 

シェアリングエコノミーによるビジネスは、各地域や特定集団を対象とした対面型の小規模ビジネス

の例が多いが、一方で、対面型・非対面型のいずれであっても、グローバル展開に成功した企業も出て

きている。これらのビジネスの中には各国・各地域の法規制との整合性がついておらず、各地域の現行

法の下では違法性を問われる可能性が生じているものもある。それゆえに、すでにビジネスとしての成

功も失敗も存在し、現時点で存在する企業がそのままグローバルに発展し続ける保証もない。しかしそ

れでもシェアリングエコノミーのビジネスは急拡大と多様性増大を示してしており、また、少なくとも

共有型の経済発展は一過性の流行には終わらないだろうと思われる理由がある。なぜなら、このような

ビジネスが参加者（Peers）から支持される主な理由が、参加者の経済的メリットにとどまらないから

である。 

まず、過剰な「所有」や「消費」に疑問を持ち、「共有」への意識が高まる傾向は、地球の持続性を

勘案するうえで、エコロジーの観点から、少なくとも先進国においては強まっていくだろうと考えられ

る。2010 年当時に行なわれた共有サービスに関する意識調査[6]によれば、すでにその当時の多くの人

が、共有サービスを利用する理由として「節約」と同時に「社会あるいは環境に良い」ということを挙
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げており、「今後５年間に物理的なモノ、スペースの共有は増加する」と推測していた。また、潜在的

な需要が高いわりに市場が未成熟な自動車・家庭用品・住居スペース等にビジネスチャンスがあり、 次

いで「時間や責任」や「お金の貸し借り」にも市場性があるとビジネスの発展領域を予測している。こ

の調査結果と同時期、Botsman と Rogers は、このような意識の高まりを「協調的な消費」への志向と

とらえ、広範囲なビジネスの発展性を議論している[1]。同時期には日本でも「分かち合い」のビジネ

ス化が議論されている[7]。 

19～20 世紀はテクノロジーによって人類の物質的豊かさが向上した時代である。しかし、21 世紀の

先進国では、物質的豊かさはすでにかなり満たされており、むしろ精神的豊かさが重視されてきている。

消費行動や個人間の信頼に関して、産業革命以前の価値観や倫理観が再認識されるはずとの見方もある

[2]。このような価値観は地域間や世代間で大きく差があり、時間とともに変わりうるが、近年では「所

有」のための努力をナンセンスなもの、あるいはカッコ悪いものとしてとらえる場合さえある[1]。 

ただし、これらは単なる産業革命以前への回帰志向ではない。P2P 型ビジネスは、地域的にも時間的

にも、あるいは人のネットワーク範囲という意味でも狭い範囲に閉じがちな C2C 取引（個人間の物品取

引）に、有形・無形を問わず扱える資産範囲の拡大、地理的な範囲の拡大、およびリアルタイム性付加

を実現しており、全体としてはより大きな経済的規模と広範囲の経済循環を目指すことができる。すな

わち、情報化社会への移行が、経済活動としての新たな 21 世紀型個人間取引を可能にしたと解釈しう

る。 

国連予想によれば人類は今世紀中に 100 億人規模に達する。当面は新興国も含めて中流階級の増加時

代に向かう[8]が、地球規模のエネルギー収支・生存環境維持の観点からみれば、20 世紀の先進国のよ

うな大量消費型社会を 21 世紀末まで継続することはおそらく不可能である。人類の生存を維持するう

えで、あるいは地域を存続させるうえで、「所有」価値よりも「利用」価値を重視せざるを得ない。地

球規模で人口増加分に対応しうる利用率や稼働率の向上を志向する必要があるならば、シェアリングエ

コノミーの発展余地はたいへんに大きいことになる。 

  

５、つなぐ役割が起こしうる社会イノベーション 

Moatti は、参加者を中継する役割を持つシェアリングエコノミー企業には、①資産の選択と活用を最

適化する「シェア支援」、②優れたツールでフリーランサーの力になる「運営支援」、③コミュニティづ

くりと信頼構築を助ける「連帯支援」の３つのタイプがあるとしている[9]。すべてが必須とは言わな

いまでも、筆者らは、いずれの Peers 企業もこれらのすべての役割を少なからず有していると考えてい

る。これらの役割を強化するため、すでに種々のテクノロジーの導入が試みられている。最近では、事

業継続によって蓄積されるビッグデータからのレコメンド機能や、デザイン性向上によるビジュアリテ

ィの改善、位置情報の付加やリアルタイム性のレベルアップなどによって、これらの役割が強化されつ

つある。一例を挙げれば、ブッキングの各過程の情報はすべて追跡可能であるため、拡大中の企業では

各ブッキングの違法性や事件性の可能性をチェックする機能を強化している。その一方で、ビッグデー

タ時代を迎えて、それらの収集データを参加者にもシェアする必要性があるのではないかという議論も

生まれている[10]。今後は、位置情報の利用拡大、人の状態のリアルタイム把握、人工知能の導入など

さらに進展する情報技術を導入することにより、つなぐ役割のさらなる強化が図られると推測される。 

シェアリングエコノミーは基本的に性善説に立つものであり、このようなビジネスは、「ほとんどの

人は信頼できる」という前提に立たなければ成立しえない。インターネットの普及とそれに続く SNS の

普及は、個人間の信頼構築のプロセスにおいて、そのハードルを下げ、必要時間を短縮した。モバイル

端末への情報生活依存と合わせて、このような「信頼」が何かの形でブランド化しうるものであること

は、インターネット普及の初期の段階から指摘されてきた[11]。ひとつひとつのビジネスを成立させる

ためには、互いの全人格を知る必要はなく、例えば匿名どうしの関係であってもよい。インターネット

と SNS の一般化が、取引を成立させるための必要最低限の信頼構築プロセスを大幅に簡素化していると

考えることができる。 

かつて日本では、貨幣経済に足りない人間的な感情を非営利事業によって社会活動とし、市場経済を

補完する「ボランタリー経済」を発展させようという提唱があった[12]が、経済学議論はあまり進展し

なかった。一方、経営学における議論でも、ドラッカーが最後の著書[12]において、将来的に多くのビ

ジネスは NPO のようなものになるのではないかと推測している。シェアリングエコノミーによるビジネ

スは、従来はボランティア活動、非営利の事業活動、ソーシャルビジネスの対象として考えられてきた

社会的事業を、よりスマートに見える経済活動に置き換えている場合が多い。これらの事業とシェアリ
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ングエコノミーの境界は非常に曖昧である。Peers 間の関係は「互助」あるいは「共助」といった一面

を持ち、公共サービスが行ってきた「公助」の一部代替も含みうる。すでに事業範囲という意味ではソ

ーシャルビジネスとの境界が薄れており、事業の継続性という観点では NPO との境界も薄れている。か

つて企業が NPO 化する可能性を示唆したドラッカーやボランタリー経済の必要性を説いた人たちは、シ

ェアリングエコノミーのような新たな形態のビジネスの登場を望んでいたのではないだろうか。 

品質保証を個人間の主観的評価にゆだね、それを公開し、そこで蓄積される「集合知」を次のビジネ

スチャンスや健全性の維持に利用するという考え方は、インターネットビジネスやSNSの築いてきた「文

化遺産」であると言えよう。従来は、これらの信頼関係は、ある程度閉じられた社会においてのみ、安

定に継続しうると考えられてきた。しかし、一部のシェアリングエコノミーのビジネスはグローバルな

展開を見せており、単一のビジネスモデルが複数地域で受け入れられる例が存在する。また、治安の点

で日本ほどの社会的安心感が存在していない世界の各地域において、むしろ先んじてシェアリングエコ

ノミーが受け入れられつつある現実がある。これらのビジネスは、それらの地域において、信用による

社会の安心感構築という新たな社会イノベーションを起こしている可能性がある。 

今後は特に、シェアリングエコノミーが労働力や余剰資金の最適配分や最適配置にどの程度まで影響

しうるかが注目される。例えば、労働力を提供するビジネスは、年齢・ジェンダー・国籍・居住場所な

どにとらわれず、同業種でも異業種でも登録先を複数もつことが可能であり、雇用を前提としない新し

い働き方を提示している。配車サービスの参加者であるドライバーや一時的なクラウドソーシング型ワ

ークの参加者は、それのみで生計を立てることも可能になっている。これは、社会全体の最適化という

意味で、個人事業者が多い北欧などの地域や雇用調整によるレイオフが頻繁に行われる米国などの地域

に極めて適した労働力需給の調整方法と言える。また、P2P 金融を新たな金融商品と見なす投資家が存

在する一方で、投資型クラウドファンディングと見なして社会的な応援や支援といった要素を重視しつ

つ、余剰資金を提供する人々も多い。このような労働力や余剰資金の最適配分や最適配置は、日本のよ

うな高齢化社会を迎える国にとっても非常に有効なものになりうる。日本は見知らぬ個人間でも相互信

頼が比較的得やすい社会であり、少子高齢化社会を持続可能なものにする手段として、シェアリングエ

コノミーはもっと注目されてもよいのではないか。これからの高齢化層はネット中心社会に対応してい

ることは間違いない。例えば、定年後でも社会参加と収入を得るチャンスを継続しうるうえに、生活ス

タイルを「所有」から「利用」中心に転換することで必要経費を削減しつつ老後の生活をより豊かにす

ることができる。 

消費型経済への志向は、産業革命以降のせいぜい 200 年程度の文化である。現在の日本に根強い継続

雇用と定期的収入を志向する働き方も 20 世紀後半の一時的に一般化したもので、21 世紀の日本におけ

る社会の前提ではなくなるだろう。最近、人工知能やロボットなどが社会の生態系の一部構成要素とな

るはずの将来社会において、人間の仕事が減少していくのではないかとの懸念が世界中で話題にされる

ようになった[14]。確かに、工場や事務所などでの単純労働やアウトソーシングできる定型化業務はコ

ンピュータやロボットに置き換え可能であり、人工知能の導入は可変業務対応さえも可能にする。病院

や介護といった領域ですらロボットの導入が検討されている。一方、シェアリングエコノミーによって

ビジネス化されたものの内容を見てみると、提供するモノ・スペース・サービス・労働などが画一化さ

れておらず、しかも個人間での良好なコミュニケーションが必要とされている。ここに至って我々は、

将来社会においてもなお、人間が経済的活動に関与する仕事の存在を考えさせられる。ただ、それが雇

用という形を前提としていないだけである。 

経営学的には、既存企業の経営に CSR(Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任)の観点

を取り入れるだけでなく CSV(Creating Shared Value：共通価値の創造)経営を目指すという議論が進め

られているところだが、社会的な共有価値を目指すビジネスという意味で、シェアリングエコノミーの

ビジネスモデルはそれらの議論の進化のはるか先を行っている。また、最近の「競争優位」に関する議

論[15]では「製品を一切持たない企業がプラットフォームを形成する」可能性が指摘されているが、シ

ェアリングエコノミーによるビジネスこそ、まさにそのようなビジネスモデルを実践している。皮肉な

ことに、このビジネスに参入しにくく、しかも競合となりうるのは、製造業や従来のサービス業、つま

り提供するものを最初から持っている企業である。サービス提供者と顧客の関係を議論の基本としてき

たサービスサイエンスの定義にも拡張が必要となるかもしれない。 

 

６、終わりに 

シェアリングエコノミーのビジネスは、日本企業が利益追求の至上命題としてきた画一的供給を前提
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とした生産性向上とはまったく異なる方向を志向している。中長期的にシェアリングエコノミーによる

ビジネスは、社会イノベーションの観点から、世界中で、より重要視されていく可能性がある。我々は、

それらを単に一過性のベンチャーの動きなどと見過ごさず、その背景にあるもっと深い価値に気づくべ

きであろう。 

シェアリングエコノミーのビジネスは、貨幣経済を維持しつつ、消費中心社会を共有型社会へと移行

させるための現実的な解と解釈することもできる。信頼をベースとする共有型社会の構築は、依然とし

て増加が続く人類の生存のうえでは必須条件かもしれない。日本は比較的安心感の高い社会であるがゆ

えに、シェアリングエコノミーの価値があまり論じられず、既存ビジネスとの競合や規制の壁ばかりが

強調される傾向にあり、それは社会的なイノベーションの観点からは皮肉なことと言わざるを得ない。

広く自由なビジネス形態の模索を許容していく社会が 21 世紀を生きのびられるのではないだろうか。 
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